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2020 年 1 月 

2019 年会社法改正のポイント（その①） 

─ 改正の概要  

 

 

改正会社法が、2019 年 12 月 4 日に成立し、同月 11

日に公布されました。 

改正会社法の原則的な施行日は、公布日から 1 年 6

か月以内ですが、株主総会資料の電子提供制度及び会

社の支店の所在地における登記の廃止の施行日は、公

布日から 3 年 6 か月以内とされました。 

本ニューズレターでは、改正会社法によって、具体

的にどのような点が改正されたのか、そのポイントを

解説いたします。 

今後のニューズレターにおいては、以下のとおり、

個別の改正点を解説いたします。 

 

 

【その①】改正の概要（本ニューズレター） 

【その②】各論(1) 株主総会関係 

【その③】各論(2) 役員関係 

【その④】各論(3) 株式交付・その他 

 

 

 

1 改正のねらい 

 

会社法は、2014 年に大きく改正がなされました

が、その際に、改正の施行後 2 年後を目途に、社外

取締役の選任状況や、社会経済情勢の変化等を勘案

し、企業統治（コーポレート・ガバナンス）の在り

方について検討を行い、社外取締役の設置義務化等

の所要の措置を講ずるものとされていました（2014

年改正会社法附則 25 条）。 

本改正は、その検討を踏まえたものであり、また、

コーポレートガバナンス・コードの施行等の流れも

受け、主に上場会社の「コーポレート・ガバナンス

の強化」が大きな改正の目玉となっています。 

もっとも、本改正の目的はコーポレート・ガバナ

ンスの強化以外にも及んでおり、その改正項目は、

下記に述べる通り、多岐に及んでいます。 

 

2 本改正の主な内容 

 

本改正は、株主総会資料の電子提供制度や、株主

提案権の濫用の制限を内容とする株主総会関係の規

律、役員報酬、D&O 保険、社外取締役の活用等を内

容とする役員関係の規律を主な内容としています。

その他、株式交付や社債管理補助者等の制度も創設

されました。 

その概要は、次の通りです。 

 

【本改正の概要】 

 

株主総会関係 

 

✓ 株主総会資料の電子提供制度 

─ 株主総会の招集手続において、参考書類、議

決権行使書面、事業報告及び（連結）計算書

書類を株主に書面で提供せず、会社のウェブ

サイトに掲載し、ウェブサイトの URL を記載

した招集通知を株主に発送することで足りる

こととする制度が導入されました。 

 

会社 

株主 

http://... 

（URL を通知） 

総会資料を WEB 掲載 

閲覧 

招集通知 

発送 
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✓ 濫用的な株主提案権行使の制限 

─ 議案要領通知請求権を行使して、提案するこ

とができる議案の数が10個に制限されます。 

これにより、特定の株主が膨大な数の議案を

提出して、株主総会の機能を阻害する事態を

防ぐことができるようになりました。 

 

 

役員関係 

 

✓ 取締役の報酬等 

─ これまで、取締役の報酬規制は、「お手盛り

防止」を中心に論じられてきましたが、取締

役の報酬は、より積極的に、取締役にインセ

ンティブを与える機能を持つべきとする観点

から、エクイティ報酬を与える際の株主総会

の決議に関する規定が設けられました。他方、

取締役の報酬規制は取締役を監督するものと

しても位置づけようという観点から、報酬等

の決定方針の決定の義務付けに関する規定、

報酬等に関する事業報告による情報開示の充

実に関する規定が設けられました。 

 

✓ 補償契約・役員等責任賠償保険（D&O 保険） 

─ 国際的な役員就任環境を整備して、グローバ

ルな観点から優秀な人材を確保する観点から、

補償契約(会社が役員等の職務執行に関して

発生した費用や損失を負担する契約)や、D&O

保険（役員等の職務執行に関して生ずる損害

を填補するための、役員を被保険者、会社を

保険契約者とする保険）について、その手続、

内容、開示等についての規定が設けられまし

た。 

 

✓ 社外取締役の活用等 

─ 公開会社、大会社、監査役会設置会社であっ

て、かつ有価証券報告書提出義務を負う株式

会社は、社外取締役の設置が義務化されるこ

とになりました。 

また、MBO のように、会社と取締役の利益が

相反する際に、社外取締役が MBO を行う取締

役と交渉を行っても、社外取締役の要件を欠

く事態とならないことを明確にするために、

セーフ・ハーバー・ルールとして、会社の業

務執行を社外取締役へ委託するための規定が

設けられました。 

 

株式交付・その他 

   

✓ 株式交付 

─ 買収会社が対象会社をその子会社とするため

に、対象会社の株主からその株式を譲り受け、

譲渡人に対して買収会社の株式を交付すると

いう、M&A の新たな手法が設けられました。 

 

 
 

✓ 社債の管理（社債管理補助者の導入等） 

─ 社債管理者は権限が広範である反面、その責

任、資格要件が厳格であること等から、実務

上、社債管理者設置義務のない社債の大多数

は、社債管理者が設置されていませんでした。 

本改正は、社債権者の保護の観点から、社債

管理者よりも権限を限定した「社債管理補助

者」という機関を設け、最低限の社債の管理

を委託することができるようになりました。 

 

その他、以下の改正がなされています。 

✓ 責任追及の訴えにおける和解 

✓ 議決権行使書面の閲覧謄写請求に対する拒絶事

由 

✓ 株式併合等に関する事前開示事項 

✓ 登記関係の見直し 

✓ 取締役等の欠格条項の削除関係 

 

詳細は、本ニューズレターの「その②」ないし「そ

の④」にて解説いたします。        以上 

株主 

 

議案の提案 

会社 

10 個まで 

譲渡人 

対象会社 

買収会社株式 

対象会社株式 

株式譲渡契約 

（買収対価としての） 

買収会社 

子会社化 


